
 

 

件   名 愛媛県情報公開条例の一部を改正する条例 
主 管 課 県民活動推進課 
根拠法令等  
【改正の概要】 
県外在住者等に対する情報公開申出制度の創設 

 
（公文書の任意公開） 

第 18条 実施機関は、第５条各号に掲げるもの以外のものから公文書の公開の申出が 
あった場合においては、これに応じるよう努めるものとする。 

２ 前条の規定は、前項の規定による公文書の公開について準用する。 
 

参考 

（費用負担） 
第 17条 この条例により公文書（これを複写した物を含む。）の写し（複製物
を含む。）の交付を受ける者は、当該写しの作成及び送付に要する費用を負
担しなければならない。  

施 行 日 平成 19年４月 1日 

【その他参考事項】 

１ 情報公開申出制度を設けている県（12県） 

  福島、栃木、埼玉、千葉、東京、石川、鳥取、島根、広島、徳島、香川、長崎 

 

２ 情報公開請求権を有するもの（条例第５条） 
① 県内に住所を有する者 
② 県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体 
③ 県内の事務所又は事業所に勤務する者 
④ 県内の学校に在学する者 
⑤ 前各号に掲げるもののほか、実施機関が行う事務又は事業に利害関係を有する個人
及び法人その他の団体 

 

３ 請求者別の請求等状況 

請求者の区分 17年度 16年度 

県内個人 300 341 

県外個人（県内事業所に勤務する者）   

    （利害関係を有する者） 4 9 

個人計 304 350 

県内法人 157 330 

県外法人（県内に事業所を有する法人） 40 31 

    （利害関係を有するもの）   

 法人計 197 361 

 合 計 501 711  


